
























































































は賛成 55%、反対 31%、フランスは賛成 51%、反対 44%と賛成多数になった。










も 40%であった⑸。さらに、『読売新聞』の 6月 3日、4日に実施した世論調
査においても、「今後、国内の原子力発電をどうするべきか」という質問に対
して、「減らすべきだ」が 45%、「すべてなくすべきだ」が 16%、「現状を維













前回比 6ポイント減った。「信用していない」は同 6ポイント増えて 64%と
大きく上回った。さらに、産経新聞社と FNN（フジニュースネットワーク）





















































　2011年 3月 11日に発生した東日本大震災は、マグニチュード 9.0（モー
メント・マグニチュードを使った数字⒁）という地震の規模としては人類観測












　世界銀行が 2011年 3月 21日に発表した東日本大震災の被害額は 1220億







































































































































































































の平和利用」が出てきたのは 1953年 12月 8日のアメリカ大統領アイゼンハ
ワーの国連総会での「アトムズ・フォー・ピース」演説であった。そこには当






















































ルギー需要の推移を示すと、石油の構成比は 1973年の 53.2%から 1988年
の 42.7%、マイナス 10.5%に対して、原子力の構成比は 1973年の 1.2%か





















を初めにして、1970年代が 20基、1980年代が 16基、1990年代が 15基、
2000年代が 5基となっている。各電力会社の保有する原発の基数は、東京電








申請が 16件、25基分あり、中国では 2009年 1月現在で 13基が建設中、さ
















　具体的な数字でみると、2010年の 9電力会社の総売上高は 15兆 5743億
円に達し、同年の 9電力会社の総資産は 40兆 7774億円、その経常利益だけ
でも 8254億円となっている。9電力会社のなかの筆頭である東京電力 1社だ
けでも、同年の売上高が 5兆 163億円（1部上場会社の第 18位）、総資産が
13兆 2040億円（同第 3位）、経常利益が 2043億円（同第 18位）である（35）。
　さらに、前のところでも示したが、2009年度の電気事業者の発電電力量は






が年間約 4500億円である（36）。また、2010年 3月末現在、国内の 18の商業











































ち、敦賀市（人口 6万 9000人）が 426億円、美浜町（人口 1万 1000人）
が 184億円、おおい町（人口 9000人、町村合併した旧村分も含む）が 360













































































































































についてみると、原発の発電コストは 10.68円、火力が 9.90円、水力が 7.26











それによると、廃炉費用は 7400億～ 15兆円かかるほか、所得補償は 6300
億円に上った。また、20キロ圏内の住民が最終的に帰宅できなくなったと仮















































































































































































































































四（第 6代社長）は、1978～ 90年まで経団連の副会長、1990～ 94年まで
経団連会長を務めた。東電会長・相談役の那須翔（第 7代社長）は、1994～
99年まで同組織の副会長、1999～ 2002年まで同評議会議長であり、東電会
長荒木浩（第 8代社長）は 1999～ 2002年まで同副会長であり、東電社長・
会長勝䟸恒久（第 10代社長）も 2004～ 2008年まで同副会長であり、次の
東電社長（第 11代）清水正孝も 2008年から同副会長である。経済同友会に
おいても、同様であり、木川田東電会長は 1960～ 62年、1963～ 75年まで
経済同友会の代表幹事を務め、那須翔東電（第 7代）社長は 1985～ 91年ま
で同副代表幹事であり、荒木浩東電（第 8代）社長は 1994～ 99年まで同副





























































































































下り」の人数は北海道電力 5人、東北電力 7人、東京電力 5人、北陸電力 6人、
中部電力 5人、関西電力 8人、中国電力 3人、四国電力 4人、九州電力 7人、
沖縄電力 4人、日本原子力発電 8人、電源開発 6人であり、このうち中国電

































































































































































































































告宣伝費は約 199億円、販売促進費が約 59億円、合計約 258億円、九州電
力の広告宣伝費は約 80億円、販売促進費が約 112億円、合計約 192億円、
東北電力の広告宣伝費は約 86億円、販売促進費が約 52億円、合計約 138億
円である。さらに、9電力会社に沖縄電力と電源開発を加えた全体の広告宣伝
費は約 885億円、販売促進費が約 623億円、両者の全体合計は約 1508億円
となる。ちなみに、2003年度の電力業界の広告宣伝費が約 883億円、販売促
進費が約 762億円、合計約 1645億円であり、2005年度の電力業界の広告宣














771億円、第 2位の花王が 547億円、第 3位のトヨタ自動車が 507億円、第



































　たとえば、実際、2011年 3月 11日の東京電力の福島第 1原子力発電所が
大地震と大津波で破壊された当日、東電会長の勝俣恒久は北京をマスコミ関係
者と一緒に旅行中だった。「このグループは毎年、中国に行っているようだ。







































































































































燃料サイクル社会工学（平成 20～ 25年度）1億 5000万円、低炭素社会実































































































エネルギーシステム（工学部、1991年 10月 1日から 1994年 9月 30日、
1994年 10月 1日から 1996年 9月 30日）、エネルギーマネージメント（理
工学研究科、2000年 4月 1日から 2003年 3月 31日、2003年 4月 1日か
ら 2005年 3月 31日）、環境助長損傷制御学（理工学研究科、2003年 10月
1日から 2006年 9月 30日、2006年 10月 1日から 2008年 3月 31日）、
東電先進電力システム共同研究部門ソリューション研究機構（AESセンター）







































































































































































3月 11日の 15時 27分頃（地震発生後 41分後）に、次に大きな波は 15時
35分に到達し、福島第二原子力発電所については、最初の大きな波は 15時






































































































































































































































　このマークⅠ型原子炉問題を裏付ける『毎日新聞』の 2011年 6月 9日の
報道記事がある。その記事によれば、次のとおりである。










などによると、マークⅠは世界 5カ国・地域に 38基あり、米国 24基、日本






















































直されることはなかった。この結果、福島第 1原発 1～ 6号機の非常用発電






















































































































































































































































































































『九州国際大学国際関係学論集』第 6巻第 1・2合併号、2011年 3月。
（2）　『朝日新聞』2011年 4月 18日付。
　　http://www.asahi.com/national/update/0417/TKY201104170324.html
（3）　『朝日新聞』2011年 5月 26日 3時 1分配信。
　　http://www.asahi.com/national/update/0525/TKY201105250637.html




（6）　『読売新聞』2011年 6月 4日 22時 41分配信。
　　http://www.yomiuri.co.jp/politics/news/20110604-OYT1T00694.htm
（7）　NHKホームページより。2011年 6月 14日 6時 19分配信。
　　http://www3.nhk.or.jp/news/html/20110614/t10013505631000.html
（8）　『産経新聞』2011年 5月 30日 21:22配信。
　　http://sankei.jp.msn.com/politics/news/110530/stt11053021240009-n1.htm





























































































































































　　『朝日新聞』2011年 5月 21日 19時 41分配信。
　　http://www.asahi.com/business/update/0521/TKY201105210396.html
（76）　原子力資料情報室『検証　東電トラブル隠し』岩波ブックレットNo.582、2002年参照。
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（114）　『朝日新聞』2011年 6月 11日 15時 0分配信。
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（119）　『毎日新聞』2011年 6月 24日 2時 30分（最終更新 6月 24日 3時 47分）配信。
　　http://mainichi.jp/select/weathernews/20110311/nuclear/news/20110624k0
　　000m040145000c.html?inb=yt











（122）　『朝日新聞』2011年 6月 8日 19時 34分配信。
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　　2011年 5月 31日付の原発を抱える 14知事連名の「原子力発電関係団体協議会」の要
請書「福島第一原子力発電所事故を踏まえた国の対応に関する緊急要請」
　　http://www.pref.fukui.lg.jp/doc/kikitaisaku/genshiryoku-saigai_d/ﬁl/038.pdf
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